
JP 2009-263906 A 2009.11.12

10

(57)【要約】
【課題】作業者が乗って作業する足場板の上下方向の位
置を容易に調整し得るようにした移動式作業台を提供す
る。
【解決手段】移動式作業台は、支持台ユニット１０とこ
れに装着される足場板組立体２０とを有しており、支持
台ユニット１０は下端部に車輪１５が設けられた２本の
垂直パイプ１３を水平棒材１４により連結して形成され
る２つの支持枠体１１，１２と、支持枠体１１，１２を
連結する筋交い１６とにより形成される。足場板組立体
２０は水平受け片２３とその両端に設けられた垂直摺動
片２４とを備えた２つの足場ブラケット２１，２２と、
水平受け片２３に着脱自在に装着される足場板２５とを
有している。足場板２５の高さは、足場ブラケット２１
，２２を垂直パイプ１３に対して上下方向に摺動させる
ことにより調整される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　それぞれ下端部に車輪が設けられた２本の垂直パイプを複数本の水平棒材により連結し
て形成される２つの支持枠体、および２つの前記支持枠体を連結する連結棒材を備えた直
方体形状の支持台ユニットと、
　水平受け片の両端にそれぞれの前記支持枠体の前記垂直パイプに装着される垂直摺動片
が設けられた２つの足場ブラケットと、
　２つの前記足場ブラケットの前記水平受け片に着脱自在に装着されて前記足場ブラケッ
トとともに足場板組立体を構成する足場板とを有し、
　前記足場ブラケットを前記垂直パイプに対して上下方向に摺動させることにより前記足
場板の上下方向の位置を調整することを特徴とする移動式作業台。
【請求項２】
　請求項１記載の移動式作業台において、それぞれの前記支持枠体の前記垂直パイプに連
なる２本の垂直パイプを複数本の水平棒材により連結して形成される２つの中間支持枠体
、および２つの前記中間支持枠体を連結する連結棒材を備えた直方体形状の追加ユニット
を有し、当該追加ユニットを前記支持台ユニットと前記足場板組立体との間に装着するこ
とを特徴とする移動式作業台。
【請求項３】
　請求項１または２記載の移動式作業台において、２つの前記支持台ユニットを連結棒材
により縦方向に一直線状に連結して支持台ユニット組立体を形成し、それぞれの前記支持
台ユニットに装着される足場板組立体の間に、前記足場台と同一サイズの縦連結用の足場
板を着脱自在に装着することを特徴とする移動式作業台。
【請求項４】
　請求項１または２記載の移動式作業台において、２つの前記支持台ユニットを連結棒材
により縦方向に一直線状に連結して形成される支持台ユニット組立体を連結枠により横方
向に連結するとともに、前記足場台と同一サイズの横連結用の足場板を前記連結枠に装着
することを特徴とする移動式作業台。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の移動式作業台において、前記足場ブラケットの前
記水平受け片に前記足場板を装着するときに作業者が乗り込む補助用の足場板を、前記支
持枠体の前記水平棒材に着脱自在に装着することを特徴とする移動式作業台。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は室内天井工事などの内装工事に使用して好適な移動式作業台に関する。
【背景技術】
【０００２】
　建物内部の天井や壁面などの内装工事を行う際には、室内において作業台を組み上げて
作業台の上端部に足場板を装着し、足場板の上に作業者が乗り込んで所定の内装作業を行
うことがある。このような内装作業においては、内装作業の進行に伴って建物内部で作業
位置をずらすために移動式の作業台が使用されている。内装作業が行われる建物における
床面から天井までの高さは建築物によって相違していたり、同一の建築物の天井に上下方
向に段差が設けられていたりすることがあるので、足場板の高さを調整する必要がある。
【０００３】
　従来の移動式作業台は長方形の２つの枠体を相互に筋交いにより連結して直方体形状の
作業台を形成し、その作業台の上端部に足場板を装着するようにしており、それぞれの枠
体の下端部には車輪が設けられている。車輪は作業台の枠体に対して軸方向に移動自在と
なっており、足場板の高さを調整する際には作業台を車輪に対して上下方向に移動させる
ようにしている。
【０００４】
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　特許文献１には、車輪に対して作業台を上下方向に移動させることなく、大径パイプか
らなる上段側の枠体と、大径パイプ内に摺動自在に挿入される小径パイプからなる下段側
の枠体とを有する移動式作業台が記載されており、この移動式作業台においては、足場板
の上下方向の位置を調整する際には、上段側の枠体を下段側の枠体に対して上下方向に移
動させるようにしている。
【特許文献１】特開２００６－１６８６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　このような作業台は、上述のように、建物の床面から天井までの高さが建築物によって
相違しているので、足場板による作業面の位置を上下方向に変更する必要がある。作業面
位置を上下に調整する際に、従来のように、作業台をその下端部に設けられた車輪に対し
て上下動させるようにすると、作業台の重量が嵩むために、その作業が容易ではないとい
う問題点がある。一方、上記文献に記載されるように、作業台を上段側と下段側の２つの
枠体により形成する場合においても、重量が嵩む上側の枠体を上下動させる必要があり、
その作業が容易でないという問題点がある。
【０００６】
　いずれのタイプにおいても、従来の移動式作業台においては、足場板の位置を変更する
作業は足場板が比較的重量が嵩む枠体とともに移動する作業となっており、内装作業の進
行に伴って天井の段差に対応させて足場板の上下方向の高さを調整することは容易ではな
かった。
【０００７】
　本発明の目的は、作業者が乗って作業する足場板の上下方向の位置を容易に調整し得る
ようにした移動式作業台を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の移動式作業台は、それぞれ下端部に車輪が設けられた２本の垂直パイプを複数
本の水平棒材により連結して形成される２つの支持枠体、および２つの前記支持枠体を連
結する連結棒材を備えた直方体形状の支持台ユニットと、水平受け片の両端にそれぞれの
前記支持枠体の前記垂直パイプに装着される垂直摺動片が設けられた２つの足場ブラケッ
トと、２つの前記足場ブラケットの前記水平受け片に着脱自在に装着されて前記足場ブラ
ケットとともに足場板組立体を構成する足場板とを有し、前記足場ブラケットを前記垂直
パイプに対して上下方向に摺動させることにより前記足場板の上下方向の位置を調整する
ことを特徴とする。
【０００９】
　本発明の移動式作業台は、それぞれの前記支持枠体の前記垂直パイプに連なる２本の垂
直パイプを複数本の水平棒材により連結して形成される２つの中間支持枠体、および２つ
の前記中間支持枠体を連結する連結棒材を備えた直方体形状の追加ユニットを有し、当該
追加ユニットを前記支持台ユニットと前記足場板組立体との間に装着することを特徴とす
る。
【００１０】
　本発明の移動式作業台は、２つの前記支持台ユニットを連結棒材により縦方向に一直線
状に連結して支持台ユニット組立体を形成し、それぞれの前記支持台ユニットに装着され
る足場板組立体の間に、前記足場台と同一サイズの縦連結用の足場板を着脱自在に装着す
ることを特徴とする。
【００１１】
　本発明の移動式作業台は、２つの前記支持台ユニットを連結棒材により縦方向に一直線
状に連結して形成される支持台ユニット組立体を連結枠により横方向に連結するとともに
、前記足場台と同一サイズの横連結用の足場板を前記連結枠に装着することを特徴とする
。
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【００１２】
　本発明の移動式作業台は、前記足場ブラケットの前記水平受け片に前記足場板を装着す
るときに作業者が乗り込む補助用の足場板を、前記支持枠体の前記水平棒材に着脱自在に
装着することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、下端部に車輪が設けられて走行自在となった直方体形状の支持台ユニ
ットに、足場板が装着される足場ブラケットが設けられた足場板組立体を装着するように
したので、足場ブラケットの支持台ユニットに対する上下動方向の位置を変化させて足場
板の上下方向位置を調整する際には、作業者が手作業で上下動させる部材の荷重は軽量で
あり、その操作が容易となる。足場板の上下方向位置を調整する際には、足場板を足場ブ
ラケットから外して足場ブラケットのみを上下動しても良く、その場合には作業者は足場
ブラケットのみを上下動させることになる。また、足場ブラケットに足場板が装着された
状態の足場板組立体を上下動させるようにしても良く、その場合でも足場板組立体の荷重
は比較的軽量であり、その作業を容易に行うことができる。
【００１４】
　足場板組立体を支持台ユニットに直接装着するようにしても良く、足場板組立体を追加
ユニットを介して支持台ユニットに装着するようにしても良い。追加ユニットを介して装
着するようにすると、移動式作業台の高さを大きく変化させることができる。
【００１５】
　複数の支持台ユニットを一直線状に連結して支持台ユニット組立体を形成すると、足場
板により形成される作業面を長く設定することができる。しかも、支持台ユニット組立体
を横方向に連結すると、より広い作業面を有する移動式作業台とすることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。それぞれの図面に示され
る実施の形態においては、共通する部材には同一の符号が付されており、重複した説明が
省略されている。
【００１７】
　図１は本発明の一実施の形態である移動式作業台を示す分解斜視図である。この移動式
作業台は全体的にほぼ直方体形状の支持台ユニット１０を有しており、支持台ユニット１
０は第１の支持枠体１１と第２の支持枠体１２とを備えている。それぞれの支持枠体１１
，１２は横断面が円形の丸パイプからなる２本の垂直パイプ１３を有し、２本の垂直パイ
プ１３は相互に複数本の水平棒材１４により連結されて平行となっており、それぞれの支
持枠体１１，１２は全体的に四辺形となっている。垂直パイプ１３相互間の幅寸法Ｄは、
図示する場合には、約９０ｃｍ程度となっている。それぞれの垂直パイプ１３の下端部に
は車輪１５が設けられている。
【００１８】
　車輪１５が設けられた状態の支持枠体１１，１２を相互に間隔を隔てて対向させた状態
のもとで相互に筋交い１６によって連結することにより支持台ユニット１０が組み立てら
れ、組み立てられた支持台ユニット１０は全体的にほぼ直方体形状の走行自在の枠体とな
る。筋交い１６は２つの支持枠体１１，１２を連結するための連結棒材を構成しており、
２つの支持枠体１１，１２の相互に対向する垂直パイプ１３は、２本ずつの筋交い１６を
交差させて連結されている。それぞれの筋交い１６の下端部は車輪１５の取付軸１７に取
り付けられている。
【００１９】
　図２は垂直パイプ１３の下端部と車輪１５とを示す拡大正面図であり、車輪１５が回転
自在に装着されるブラケット１５ａは取付軸１７に垂直軸回りに回転自在に装着されてお
り、取付軸１７は垂直パイプ１３に固定ピン１３ａにより取り付けられるようになってい
る。取付軸１７には上下方向にずらして２つの係合ピン１８，１９が設けられており、そ
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れぞれの係合ピン１８，１９には相互に逆方向を向いており、筋交い１６に形成された貫
通孔に入り込むようになっている。このように、取付軸１７に上下の距離をずらして２つ
の係合ピン１８，１９を設けることにより、筋交い１６を係合ピン１８に取り付ける場合
と、係合ピン１９に取り付ける場合とで、同じ長さの筋交い１６を用いても、図１に示す
長さ寸法Ｌを変化させることができる。なお、この長さ寸法Ｌは約１８０ｃｍとなってい
る。また、支持台ユニット１０の高さ寸法Ｈも約１８０ｃｍとなっている。
【００２０】
　それぞれの係合ピン１８，１９には係合爪１８ａ，１９ａが図２に示すように突出移動
自在に組み込まれている。係合ピン１８を筋交い１６の貫通孔に入り込ませると、係合爪
１８ａが後退移動して係合ピン１８に筋交い１６が取り付けられることになり、係合ピン
１８に取り付けられた筋交い１６を取り外す際には、係合爪１８ａを押し込むことにより
筋交い１６は容易に係合ピン１８から外すことができる。なお、他の係合ピン１９につい
ても同様である。
【００２１】
　支持台ユニット１０には足場板組立体２０が着脱自在に装着される。図１に示されるよ
うに、足場板組立体２０は第１と第２の足場ブラケット２１，２２を有している。それぞ
れの足場ブラケット２１，２２はそれぞれ棒材からなる水平受け片２３と、これの両端に
設けられた棒材からなる垂直摺動片２４とを備えており、例えばアルミニウム合金等の軽
金属により製造されている。ただし、鋼製の丸棒材を用いて足場ブラケットを製造するよ
うにしても良い。それぞれの垂直摺動片２４は、垂直パイプ１３の内径よりもやや小さい
外径を有する丸パイプにより形成されており、支持枠体１１，１２の垂直パイプ１３の中
にその上端部から摺動させて装着される。２つの足場ブラケット２１，２２の水平受け片
２３の間には足場板２５が着脱自在に装着されるようになっている。
【００２２】
　図３は足場板２５を示す斜視図であり、足場板２５は長方形の枠体に鋼製の布板が取り
付けられて形成されており、両端部には水平受け片２３に取り付けられるフック２６が設
けられている。水平受け片２３の間には図３に示す足場板２５が２つ平行となって装着さ
れるようになっている。
【００２３】
　支持台ユニット１０を構成するそれぞれの垂直パイプ１３の上端部には、図１に示され
るように、取付孔２７が形成されている。一方、それぞれの足場ブラケット２１，２２の
垂直摺動片２４には、所定の間隔毎に複数の貫通孔２８が形成されており、それぞれの垂
直摺動片２４を垂直パイプ１３の中に装着した状態のもとで、取付孔２７といずれかの貫
通孔２８とが合致した状態のもとでこれらに固定ピン２９を貫通させることによって、そ
れぞれの足場ブラケット２１，２２は支持枠体１１，１２に固定される。固定ピン２９を
貫通させる貫通孔２８の位置を変化させることにより、足場板２５の上下方向の高さを調
整することができる。例えば、貫通孔２８を１５ｃｍのピッチＰの間隔をおいて６個形成
すると、足場板２５の高さを１５ｃｍ毎に２．２５ｍから３ｍまで変化させることができ
る。
【００２４】
　足場板２５の上下方向の高さを変更する際には、固定ピン２９を取り外して足場ブラケ
ット２１，２２の垂直摺動片２４を垂直パイプ１３に対して上下方向に摺動させて足場板
２５による作業面の位置を調整する。次いで、複数の貫通孔２８のいずれかが取付孔２７
に一致した状態のもとで、固定ピン２９を取付孔２７と貫通孔２８とに貫通させて足場ブ
ラケット２１，２２を垂直パイプ１３に固定することになる。
【００２５】
　それぞれの支持枠体１１，１２に足場ブラケット２１，２２を作業者が装着する際の作
業性を良好とするために、それぞれの支持枠体１１，１２に設けられた水平棒材１４の間
には作業者が乗り込むための補助用の足場板２５ａが装着される。水平棒材１４は上下方
向に間隔を隔てて複数本設けられているので、足場板２５の上下方向の位置に応じて補助
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用の足場板２５ａの装着位置を変化させることができる。この補助用の足場板２５ａは図
３に示した足場板２５と同一のサイズのものが使用される。
【００２６】
　足場ブラケット２１，２２は、上述のように、補助用の足場板２５ａの上に作業者が乗
り込んで支持枠体１１，１２に装着することになり、それぞれ全体的にコの字形状となっ
て比較的軽量に形成された足場ブラケット２１，２２を作業者が持ち上げることになるの
で、その装着作業は容易となる。足場ブラケット２１，２２を支持枠体１１，１２に装着
する際には、予め足場ブラケット２１，２２の水平受け片２３の間に足場板２５を装着し
た状態としても、足場ブラケット２１，２２と足場板２５とからなる足場板組立体２０の
全体の重量は軽量であり、その装着作業を容易に行うことができる。
【００２７】
　さらに、支持台ユニット１０に対して足場板組立体２０を組み付けた状態のもとで、足
場板組立体２０を上下動して足場板２５の高さを調整する際においても、足場ブラケット
２１，２２と足場板２５を含めた足場板組立体２０の全体の重量は軽量であり、その上下
動操作を作業者は容易に行うことができる。例えば、段差がある天井の内装作業を行う際
には、天井の特定部位に対する作業が終了したら、移動式作業台を移動させることになり
、移動された部位の天井の高さが前の作業部位と相違する場合には、天井の高さに合わせ
て足場板２５の上下高さを調整することになる。その場合には、足場板２５を足場ブラケ
ット２１，２２から外して足場ブラケット２１，２２を上下動させるようにしても良く、
足場板２５が装着された状態のまま足場板組立体２０を上下動させるようにしても良い。
足場板組立体２０を上下動させる場合でも、足場板２５の重量は作業者が足場板２５を容
易に持ち上げ搬送することができる荷重に設定されており、足場板２５の上下高さを調整
する際には、足場板２５と足場ブラケット２１，２２とからなる足場板組立体２０の重量
は大きくないので、足場板２５の高さ調整を容易に行うことができる。
【００２８】
　足場板２５の高さ調整のために、車輪１５の取付軸１７を垂直パイプ１３に対して摺動
させるようにすると、直方体形状に組み立てられた支持台ユニット１０を上下動させる必
要があり、その作業は支持台ユニット１０の重量が嵩むので容易ではないが、そのような
高荷重の持ち上げ作業が足場板組立体２０の高さ調整のためには本発明の移動式作業台に
おいては不要となる。また、作業台を上下の枠体により形成した場合においても、上側の
枠体は筋交いを含めて高荷重となり、そのような高荷重の枠体を上下動させる作業も多く
の作業者が必要となり容易ではないが、本発明の移動式作業台においてはそのような高荷
重の持ち上げ作業が不要となる。
【００２９】
　図４は本発明の他の実施の形態である移動式作業台を示す斜視図である。この移動式作
業台は図１に示した支持台ユニット１０と足場板組立体２０に加えて追加ユニット３０を
有しており、追加ユニット３０は支持台ユニット１０と足場板組立体２０との間に装着さ
れる。
【００３０】
　追加ユニット３０の基本構造は、車輪１５が設けられていないことを除いて支持台ユニ
ット１０と基本構造が同一である。図４に示されるように、追加ユニット３０は第１の中
間支持枠体３１と第２の中間支持枠体３２とを備えている。それぞれの中間支持枠体３１
，３２は横断面が円形の丸パイプからなる２本の垂直パイプ３３を有し、２本の垂直パイ
プ３３は相互に複数本の水平棒材３４により連結されて平行となっており、それぞれの中
間支持枠体３１，３２は全体的に四辺形となっている。中間支持枠体３１，３２の垂直パ
イプ３３相互間の幅寸法は、支持枠体１１，１２の垂直パイプ１３相互間の幅寸法と同一
に設定されている。
【００３１】
　中間支持枠体３１，３２を相互に間隔を隔てて対向させた状態のもとで相互に筋交い３
５によって連結することにより追加ユニット３０が組み立てられ、組み立てられた追加ユ
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ニット３０は支持台ユニット１０と同様に全体的にほぼ直方体形状の枠体となる。追加ユ
ニット３０のそれぞれの垂直パイプ３３の下端部には支持台ユニット１０の垂直パイプ１
３の上端部内に挿入される図示しない小径部が設けられており、追加ユニット３０は図４
に示されるように支持台ユニット１０の上に組み付けられる。追加ユニット３０のそれぞ
れの垂直パイプ３３の上端部内には足場ブラケット２１の垂直摺動片２４が挿入される。
このように、支持台ユニット１０と足場板組立体２０との間に追加ユニット３０を装着す
ると、追加ユニット３０を含めた支持台ユニット１０の高さ寸法を支持台ユニット１０の
みの場合の２倍の高さに設定することができ、天井の高い建築物における天井の内装作業
を容易に行うことができる。このタイプの移動式作業台においても、最上段には比較的軽
量となった足場板組立体２０が装着されるので、足場板２５の高さ調整を容易に行うこと
ができる。
【００３２】
　図５は本発明の他の実施の形態である移動式作業台を示す斜視図である。この移動式作
業台は、図１に示した支持台ユニット１０と同一構造の２つの支持台ユニット１０からな
る支持台ユニット組立体４０を有している。
【００３３】
　２つの支持台ユニット１０は連結棒材としての筋交い１６ａによりスペースを介して縦
方向に一直線状に連結されており、それぞれの支持台ユニット１０に装着される足場板組
立体２０相互間には、縦連結用の足場板２５ｂが装着されている。この縦連結用の足場板
２５ｂは、図３に示した足場板２５と同一のサイズのものが使用される。このタイプの移
動式作業台においては、足場板２５，２５ｂの高さを調整する際には、２組の足場板組立
体２０と、縦連結用の足場板２５ｂとを上下動させることになるが、縦連結用の足場板２
５ｂを外した状態のもとで、２つの足場板組立体２０を別々に上下に移動させた後に、足
場板２５ｂを取り付けるようにすれば、図１に示す場合よりも大きな面積となった足場ス
ペースを有する移動式作業台の高さ調整を容易に行うことができる。
【００３４】
　図６は本発明の他の実施の形態である移動式作業台を示す斜視図である。この移動式作
業台は、図５に示した支持台ユニット組立体４０と同一構造の２つの支持台ユニット組立
体４０を有している。２つの支持台ユニット組立体４０は並列となって横方向に連結され
ており、横方向に隣り合う支持枠体１１，１２は連結枠４１により連結される。図６には
１つの連結枠４１のみが示されているが、平行となって２列に配置される２つの支持台ユ
ニット組立体４０を構成する支持枠体の数に対応させて４つの連結枠４１が両方の支持台
ユニット組立体４０の間に取り付けられることになる。
【００３５】
　図７は図６に示された連結枠４１を示す斜視図であり、連結枠４１はそれぞれ中空の丸
パイプからなる垂直棒材４２と水平棒材４３とを接合することにより四辺形となっており
、補強棒材４４により連結枠４１は補強されている。それぞれの垂直棒材４２には、支持
枠体１１，１２に固定されるクランパ４５が設けられており、クランパ４５を支持枠体１
１，１２に固定することによって連結枠４１により横方向に隣り合う支持枠体１１，１２
が連結される。
【００３６】
　２列となって配置される２つの支持台ユニット組立体４０の相互間には、横連結用の足
場板２５ｃが配置されるようになっており、それぞれの足場板２５ｃは連結枠４１に着脱
自在に装着される。この横連結用の足場板２５ｃは、図３に示した足場板２５と同一のサ
イズのものが使用される。
【００３７】
　このタイプの移動式作業台においては、足場板２５，２５ｂ，２５ｃの高さを調整する
際には、縦連結用の足場板２５ｂと横連結用の足場板２５ｃとを外した状態のもとで、４
つの足場板組立体２０を別々に上下に移動させた後に、足場板２５ｂ，２５ｃを取り付け
るようにすれば、図５に示す場合よりもさらに大きな面積となった足場スペースを有する
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移動式作業台の高さ調整を容易に行うことができる。
【００３８】
　上述したいずれのタイプの移動式作業台においても、支持台ユニット１０の上方に装着
される軽量構造の足場板組立体２０を上下に移動させることにより、足場板２５の上下位
置を調整することができるので、足場板２５の上下動操作を容易に行うことができる。
【００３９】
　それぞれの移動式作業台には手摺が示されていないが、足場板組立体２０の垂直摺動片
２４に手摺支柱を装着し、手摺支柱に水平の手摺棒材を取り付けることにより、足場板２
５により形成される作業面の周囲を手摺により囲むようにすることになる。また、いずれ
のタイプにおいても、足場板２５の上に上り下りするための梯子や階段が移動式作業台に
装着される。
【００４０】
　本発明は上記実施の形態に限定されるものではなく、その要旨を逸脱しない範囲で種々
変更可能である。例えば、本発明においては、図１に示される移動式作業台を１単位とし
て、これを図５および図６に示されるように複数個組み合わせて足場作業面を形成するこ
とができ、組み合わせることができる個数としては、図示されるタイプに限定されること
はない。また、図５および図６に示すように、１単位の移動式作業台をスペースを介して
配置することなく、直接突き合わせて配置するようにしても良く、図５および図６に示す
ように複数の支持台ユニット１０を組み合わせるタイプにおいても、図４に示すように追
加ユニット３０を支持台ユニット１０の上に配置して追加ユニット３０を介して支持台ユ
ニット１０の上に足場板組立体２０を装着するようにしても良い。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】本発明の一実施の形態である移動式作業台を示す分解斜視図である。
【図２】垂直パイプの下端部と車輪とを示す拡大正面図である。
【図３】足場板を示す斜視図である。
【図４】本発明の他の実施の形態である移動式作業台を示す斜視図である。
【図５】本発明の他の実施の形態である移動式作業台を示す斜視図である。
【図６】本発明の他の実施の形態である移動式作業台を示す斜視図である。
【図７】図６に示された連結枠を示す斜視図である。
【符号の説明】
【００４２】
１０　　　支持台ユニット
１１，１２　　　支持枠体
１３　　　垂直パイプ
１４　　　水平棒材
１５　　　車輪
１６　　　筋交い（連結棒材）
１７　　　取付軸
１８，１９　　　係合ピン
２０　　　足場板組立体
２１，２２　　　足場ブラケット
２３　　　水平受け片
２４　　　垂直摺動片
２５　　　足場板
２５ａ　　補助用の足場板
２５ｂ　　縦連結用の足場板
２５ｃ　　横連結用の足場板
２６　　　フック
２７　　　取付孔
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２８　　　貫通孔
２９　　　固定ピン
３０　　　追加ユニット
３１，３２　　　中間支持枠体
３３　　　垂直パイプ
３４　　　水平棒材
４０　　　支持台ユニット組立体
４１　　　連結枠
４５　　　クランパ

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】 【図７】
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